
 

 

 

平成２６年１２月２２日 

株式会社 中国銀行                            

  

医療機関向け事業承継セミナー開催について 

 

 当行は、平成２７年２月１１日に総合メディカル株式会社、株式会社みどり合同会計と共催で

医療機関の事業承継セミナーを開催いたします。  

近時、開業医、理事長の高齢化に伴う後継者問題が深刻化しており、事業承継問題は重要な

経営課題となっています。また平成２７年１月より相続税の基礎控除の縮小に伴う相続税問

題も開業医、理事長の悩みとなっています。本セミナーは、第一部で院内承継時の出資持分

対策や相続税対策をテーマにし、第二部で医業承継のポイントや実例を案内する内容となっ

ています。当行は、医療機関の事業承継問題解決を支援することで、地域医療の発展に貢献

してまいります。 

 

１．事業承継セミナー開催概要  

日  時：平成２７年２月１１日（水・祝）  

セミナー：１３：３０～１６：００ 

個別相談：１６：００～１７：００                 

場  所：ちゅうぎん駅前ビル ４階会議室（岡山市北区本町２－５） 

参 加 費：無料 

   

２．講演内容と講師 

第一部 講演  １３：３０ ～ １４：４５ 
    テーマ  医療法人の出資持分対策と相続税対策について 

講 師  米本合同税理士法人 税理士 大川 智弘氏 
 
第二部 講演  １５：００ ～ １６：００ 
    テーマ  医業継承のポイント、実例について 

講 師  総合メディカル株式会社 飯田 正彦氏 
以 上 
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【開催日時および内容】

日時 平成２７年２月１１日（水）祝日 受付１３：００～

セミナー１３：３０～１６：００

個別相談１６：００～１７：００

会場 ちゅうぎん駅前ビル４Ｆ 岡山市北区本町２－５

内容 第一部 「医療法人の出資持分対策と相続税対策について」

【講師】 株式会社みどり合同会計

グループ会社 米本合同税理士法人

税理士 大川智弘氏

第二部 「医業継承のポイント、実例について」

【講師】 総合メディカル株式会社

西日本支社 西日本営業統括部
コンサルティング営業グループ
マネージャー 飯田正彦氏

お申込み方法 参加申込書にご記入のうえ、お近くの中国銀行の支店、総合メディカル岡山支
店、みどり合同会計の各担当者へお渡しいただくかＦＡＸをお送りください。

お問い

合わせ先

株式会社中国銀行 金融営業部 （担当：今村）

TEL：086－234－6657   FAX：086－224－7012 

総合メディカル株式会社岡山支店 （担当：片山・山内）

TEL：086－227－3551   FAX： 086－227－2651

フリーダイヤル：0120－355198

その他 セミナー当日は駐車場をご利用いただけませんので、公共の交通機関をご利用ください。

聴講無料聴講無料

㈱中国銀行 金融営業部、総合メディカル㈱岡山支店、㈱みどり合同会計 担当 行

『医療機関の事業承継セミナー』参加申込書

貴医院名：

医院所在地：

ご参加者名： 様（続柄 ） 他 名様

主な標榜科目： 当方からの連絡先電話番号：

事業承継について
差し支えない範囲で
ご回答ください

（□欄へチェックを

お願い致します）

後継者について 事業承継方法 相続対策について 個別相談

□ 有

□ 無

□ 特に考えていない

□ 既に対策済

□ 今後検討

□ 特に考えていない

□ 既に対策済

□ 今後検討

□ 特に考えていない

□ 希望する

□ 希望しない

□ 後日希望する

キリトリ線

※本申込書にご記入頂いたお客様の個人情報（以下、お客様情報）は、本セミナーに関連する業務（お申し込みの確認、受講票の発送等）に利用します。また、お客様情報は、
本セミナーの円滑な運営のために、共催企業（総合メディカル㈱、㈱みどり合同会計）へ、書面又はデータにて提供させていただきます。なお、お客様情報の提供の判断は、ご
本人にありますが、業務上必要な情報を頂けない場合は、十分なサービスをご提供できない場合があり得ますので予めご了解ください。※お客様情報に関する開示・訂正・削
除及び利用停止につきましては、お問い合わせ先までご連絡ください。（金営第498号：平成26年12 月19日現在 平成27年2月11日期限）


